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規制改革の重要課題について 

令和４年 10 月 13 日 

内閣府規制改革推進室 

１．緊急に対応すべき課題 

物価⾼騰や世界経済の減速に伴う下押し圧⼒を乗り越え、⽇本経済
を⼀段⾼い成⻑経路に乗せるため、現在、総合経済対策の策定が進めら
れている。今回の経済対策においては、令和４年 10 ⽉ 6 ⽇の経済財政
諮問会議において、岸⽥総理から、予算、税制、規制・制度改⾰を総合
的に進める効果的な対策を取りまとめていくよう、指⽰があった。

これを受けて、以下の事項を経済対策に盛り込むべく、政府部内で調
整を進めており、規制改⾰に関する検討を加速する必要がある。

○ リチウムイオン電池の消防法規制の見直しの具体化

− ⾞載⽤リチウムイオン蓄電池を貯蔵する屋内貯蔵所に係る床⾯
積（1000 ㎡以下）・階数(平屋建て）・軒⾼(６ｍ未満等)等の制限
について、欧⽶とイコールフッティングな⽕災安全対策とする⽅向
で検討。

○ 急速充電器に関する消防法規制の見直しの具体化

− ⼤型電動⾞等の普及拡⼤に向けて、急速充電器の出⼒の上限を撤
廃し、200kw を超える⼤出⼒の急速充電器についても「急速充電設
備」扱いとする旨の結論に基づき、所要の規制の改正を実施。

○ 医療・健康アプリの社会実装の促進

− 地⽅部を含む医療⽔準の引上げや医師の働き⽅改⾰の推進等を
図るため、医療・健康アプリ（SaMD：プログラム医療機器）の社
会実装を推進。具体的には、海外に⼤きく後れを取っていることを
踏まえ、診療報酬を含め各種規制の⾒直し等を推進。

○ 医療データに関する個人の権利利益の保護の在り方の見直し

− 地域の医療・介護関係者間における患者の治療や創薬等のための
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医療データの共有や利⽤を円滑化するため、医療に関する個⼈情報
を取得し、利活⽤する⼀連のプロセスにおける当該個⼈の権利利益
の保護の在り⽅について、EU の EHDS（European Health Data 
Space）規則案等の諸外国の動向も踏まえつつ検討。 

 
 
２．当面の重要課題 

前述の課題に加え、以下の事項についても、⽉内の経済対策策定や年
内の中間取りまとめを⾒据え、検討を加速するとともに、年央の答申・
規制改⾰実施計画策定につなげていく。 

 
(１) スタートアップ・イノベーション 
○ 携帯電話周波数帯の新たな割当方式の検討 

− 有限希少な国⺠共有の財産であり、Society5.0 を実現するために
不可⽋なインフラである電波の公平かつ能率的な利⽤を確保する
観点から、透明性の⾼い、実効的な周波数割当⽅式の議論を推進。 
 

○ スタートアップ向けの公共調達の随意契約制度の創設 

− スタートアップフレンドリーな環境整備を進める⼀環として、ス
タートアップによる新技術・製品の開発を促進するべく、⾼度な新
技術を持った J-Startup 選定企業等についても中⼩企業技術⾰新制
度（SBIR）における研究開発成果の調達⼿法と同様の仕組みでの随
意契約を可能とすることを検討。 

 
○ 新たなモビリティ活用に向けた制度整備 

− タクシーの利便性向上や地域の課題に応えるラストワンマイル
配送に向けた取組のフォローアップとともに、「空⾶ぶクルマ」等の
新たなモビリティ活⽤推進に向けた規制の在り⽅を検討。 

 
(２) 人への投資 
○ 情報教育の充実に向けた教育の在り方 

− 学校現場における ICT ⼈材の確保・活⽤や教員の指導⼒向上が図
られ、全国で質の⾼い教育が実施されるよう、情報科を担当する教
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員の配置状況や指導状況等について確認した上で、例えば、既存教
員の有効活⽤や兼職兼業等による外部⼈材の更なる活⽤などの措
置について検討。 

 
○ 副業・兼業の促進（労働時間管理等） 

− 労働移動の円滑化を視野に⼊れつつ、労働者の職業選択の幅を広
げ、多様なキャリア形成を促進する観点から副業・兼業の更なる活
⽤を推進するとともに、現場における労働時間管理の在り⽅など、
企業において副業・兼業を活⽤するに当たって課題となる事項につ
いて必要な措置を検討。 

 
○ 外国人材の受入れ等に関する制度・運用の改善 

− 法務省における特定技能制度及び技能実習制度の在り⽅の⾒直し
について検討状況をフォローするとともに、特定技能制度について
対象分野拡⼤等の制度⾒直しを検討。また、⾼度な技能を有する⼈
材が、国境にとらわれず活躍できるための環境整備について検討。 

 
(３) 医療・介護・感染症対策 
○ 感染症対策 

− 新型コロナウイルス感染症、インフルエンザの同時流⾏の可能性
を踏まえ、オンライン診療の更なる活⽤促進、体外診断薬の利⽤環
境整備（OTC 化等）を推進。 

 
○ 医療 DX の推進 

− 令和 5 年 1 ⽉（予定）の電⼦処⽅箋システム稼働や「医療 DX 令
和ビジョン 2030」などを踏まえ、医療 DX を推進する観点から、電
⼦処⽅箋などへの電⼦署名に必要な医師等の資格確認・本⼈確認を
円滑に⾏う仕組みを検討。 

 
○ 地方における高齢者等への持続的な医療・介護 

− ケアの質を維持することを前提としつつ、介護、障害者福祉分野
などにおける⼈員配置基準の⾒直し（管理者など）や医療・介護関
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係職のタスクシフト／タスクシェアを推進。並⾏して、薬剤師の対
⼈業務の強化のための調剤業務の⼀部外部委託に向けた取組など
医療関係職がその専⾨性を発揮できる制度環境を整備。 

 
○ 医療・健康アプリの社会実装の促進 （再掲） 

 
○ 医療データに関する個人の権利利益の保護の在り方の見直し（再掲） 

 
(４) 地域産業活性化 
○ 農地を所有する株式会社の資金調達の円滑化 

− 地域に根差した農地所有適格法⼈が、地元の信頼を得ながら実績
をあげ、農業の成⻑産業化に取り組もうとする場合、農業関係者に
よる農地等に係る決定権の確保や農村現場の懸念払拭措置を講じ
た上で出資による資⾦調達を柔軟に⾏えるよう検討。 

 
○ 飼料高騰に苦しむ畜産業のコスト削減（畜舎特例法の対象拡大） 

− 畜産業のコスト削減に資する畜舎特例法において、「畜舎等」の対
象に保管庫等を追加するための検討状況を把握し、令和４年度中の
省令改正に向けた取組を推進。 

− 上記の結論を踏まえた上での消防法令の⾒直しの検討を推進。 
 

○ 改正漁業法の制度運用（漁業権制度の運用） 

− 漁業権設定や現場の指導・勧告の実態を把握し、漁場を適正かつ
有効に活⽤するための制度運⽤の在り⽅を検討。 

 
○ 地方放送局の経営の自由度を高める選択肢拡大 

− デジタル時代に適した放送の在り⽅を実現すべく、ミニサテライ
ト局等を始めとする放送設備の共⽤化・アウトソーシング、マスメ
ディア集中排除原則や放送対象地域の⾒直し、通信における放送事
業者の情報発信を推進する⽅策などを含め、地⽅放送局の採り得る
選択肢を検討。 
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(５) グリーン 
○ リチウムイオン電池の消防法規制の見直しの具体化（再掲） 
 
○ 急速充電器に関する消防法規制の見直しの具体化（再掲） 

 
(６) 共通課題対策 
○ 資格取得に係る学歴・経験要件の見直し 

− 技術者等の資格受験の要件としての実務経験年数設定の必要性
や、資格取得の要件として学歴に応じて実務経験年数に差異を設け
ることの合理性等の資格要件の⾒直しを横断的に実施。 

 
○ ローカルルールの見直し 

− ローカルルールの⾒直しについての基本的考え⽅を整理の上、分
野横断的な⾒直しを実施。 

 
○ 過年度のフォローアップ（自治体提出書類の様式統一等） 

− 地⽅公共団体の公⾦納付キャッシュレス化・調達関連⼿続のロー
カルルール⾒直し、ハローワークにおける失業認定の⾮対⾯化、⺠
事裁判・執⾏・保全・倒産⼿続や公正証書作成⼿続のオンライン化
等による効率化などについて、フォローアップを⾏い、必要に応じ
て追加的対応を実施。 

 
  



 

6 

【参考】総理発言 

 
◆経済財政諮問会議（第 12 回・令和４年 10 ⽉５⽇） 

「本⽇は、総合経済対策の策定及びその関連で⼈への投資及び GX（グ
リーン・トランスフォーメーション）について議論を⾏いました。 
 物価⾼騰や世界経済の減速に伴う下押し圧⼒を乗り越え、⽇本経済を
⼀段⾼い成⻑経路に乗せるため、今回の経済対策では、まずは、物価⾼
騰により厳しい状況にある⽅々の⽀援に万全を期すとともに、インバウ
ンドの回復や農林⽔産物の輸出促進などを通じて、円安のメリットを広
く地⽅へとお届けします。 
 また、物価上昇に負けない継続的な賃上げを実現するため、成⻑分野
に移動するためのリスキリング⽀援や 10 ⽉からの最低賃⾦引上げも踏
まえた中⼩企業への⽀援を強化します。 
 あわせて、新しい資本主義の下、重点分野において呼び⽔となる官の
投資を加速し、さらなる⺠間投資の拡⼤を図ります。 
 ⼭際⼤⾂におかれては、こうした観点から、予算、税制、規制・制度
改⾰を総合的に進める効果的な対策を取りまとめてください。 
 構造的な賃上げに向けては、最低賃⾦を含む賃上げの継続に加えて、
⼈への投資が必要不可⽋です。⼈への投資策を５年間で１兆円のパッケ
ージに拡充する中で、誰もが教育訓練を受けられるよう、リスキリング
に対する効果的な⽀援を強化します。 
 厚⽣労働⼤⾂、経済産業⼤⾂におかれては、本⽇の議論も踏まえた上
で、経済対策に盛り込んでください。 
 GX については、省炭素規制や、安定的に逓増するカーボンプライシ
ング制度を作ることによって企業の予⾒可能性を⾼め、⼤胆な GX 投資
を引き出していくことが重要です。さらに、かかる⽇本の先進的な投資
と技術を膨⼤な投資需要を持つアジアの GX へ連結していく。⽇本の成
⻑戦略の⼤きな柱は、⽇本の GX とアジアの GX の連結です。 
 経済産業⼤⾂は、こうした発想に⽴って、10 年ロードマップ具体化を
加速化し、経済対策に先⾏実施するものを盛り込んでください。」 


